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１．申告書の書き方 

  市県民税は、１月１日から 12 月 31 日までの１年間に得た所得に対して課税されますので、所得金額及び控除

額について申告してください。 

 

（１）所得の種類及び計算方法（申告書の「１収入金額等」及び「２所得金額」） 

種類 所得の内容 

事
業 

①営業 

販売、製造、飲食、サービスなどの営業、外交員、ホステス、検針

員などの事業をしている方は、収入金額（売上代金など）を「ア」

に、必要経費（販売した商品や製品の原価、雇人費、修繕費など）

を差し引いた所得金額を①にそれぞれ記入してください。※(注) 

必要経費、所得金額の算出には収支内訳書（別紙）を使用し、申告

の際には添付してください。 

取引の記録や帳簿

の保存がない場合

には、基本的には

事業所得ではなく

雑（業務）所得に区

分されます。ただ

し、収入金額が300

万円を超える場合

には事業所得と認

められる場合があ

ります。 

②農業 

農産物の生産、果樹などの栽培、家畜の飼育などから生ずる所得で

す。収入金額（農産物の販売代金や自家消費分の金額など）を「イ」

に、必要経費（種苗代、肥料代、減価償却費など）を差し引いた所

得金額を②にそれぞれ記入してください。 

必要経費、所得金額の算出には収支内訳書（別紙）を使用し、申告

の際には添付してください。 

③不動産 
地代、家賃、貸間代など収入のあった方は収入額を「ウ」に、必要経費（固定資産税、修

繕費、減価償却費など）を差し引いた所得金額を③にそれぞれ記入してください。 

④利子 
所得税の源泉対象とならない日本国外の銀行等に預けた預金の利子などが対象となりま

す。受け取った利子等の金額を「エ」、④にそれぞれ記入してください。 

⑤配当 

株式等の配当、証券投資信託の収益の分配、出資の余剰金の分配などの所得です。所得税

において確定申告しないことを選択した非上場株式の少額配当についても申告しなけれ

ばなりません。収入金額（税込み）を「オ」に、必要経費（株式などの元本の取得に要し

た負債の利子）を差し引いた所得金額を⑤にそれぞれ記入してください。なお、申告書裏

面の「８配当所得に関する事項」に必要事項を記入してください。 

⑥給与 

給料、賃金、賞与などの所得です。収入金額（社会保険料、税金などを差し引く前の金

額）を「カ」に、所得金額を⑥に記入してください。所得金額の算出方法は「別表１．給

与所得の計算」を参照してください。なお、申告書裏面の「６給与所得に関する事項」に

必要事項を記入してください。 

雑 

⑦公的年金等 

年金、恩給などの所得です。収入金額（社会保険料、税金などを差

し引く前の金額）を「キ」に記入してください。所得金額の算出方

法は「別表２．公的年金等に係る所得の計算」を参照してください。 

「２所得金額」の

⑩には、「公的年金

等に係る所得」と

「業務にかかる雑

所得」、「その他の

雑所得」の合計を

記入してくださ

い。 

⑧業務 

原稿料、講演料などで他のいずれの所得にも該当しない所得です。

収入金額（税金などを差し引く前の金額）を「ク」に記入してくだ

さい。 

⑨その他 

互助年金、個人年金などで他のいずれの所得にも該当しない所得で

す。収入金額（税金などを差し引く前の金額）を「ケ」に記入して

ください。※(注) 
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種類 所得の内容 

⑪ 
総合譲渡 

総合譲渡…機械、船舶、ゴルフ会員権、書画、車両などの資産を譲渡した時の所得です。（取

得してから５年以内に譲渡したものは短期、それ以外は長期になります。） 

一時 一時…生命保険の満期払戻金、賞金、懸賞当選金などのような一時的な所得です。 

※(注)次の①と②のいずれにも該当する方は、事業所得・雑所得の金額の計算について特例があります。 

  ①家内労働者や外交員、集金人、電力量計の検針人又は特定の者に対して継続的に人的役務の提供を行うこと

を業務とする方 

  ②事業所得の金額及び雑所得の金額の計算上、必要経費に算入する金額と給与所得の収入金額との合計額が 55

万円未満の方 

 

 

別表１．給与所得の計算 

給 与 収 入 金 額 給 与 所 得 金 額 

550,999 円以下 ０円 

551,000 円以上 1,618,999 円以下 給与収入－550,000 円 

1,619,000 円以上 1,619,999 円以下 1,069,000 円 

1,620,000 円以上 1,621,999 円以下 1,070,000 円 

1,622,000 円以上 1,623,999 円以下 1,072,000 円 

1,624,000 円以上 1,627,999 円以下 1,074,000 円 

1,628,000 円以上 1,799,999 円以下 
（A）：給与収入金額を４で割

って千円未満を切り捨てた額 

(A)×2.4＋100,000 円 

1,800,000 円以上 3,599,999 円以下 (A)×2.8－ 80,000 円 

3,600,000 円以上 6,599,999 円以下 （A）×3.2－440,000 円 

6,600,000 円以上 8,499,999 円以下 給与収入×0.9－1,100,000円 

8,500,000 円以下 給与収入－1,950,000 円 

 

別表２．公的年金等に係る所得の計算 

公的年金の収入 （Ⓐ） 

公的年金等に係る雑所得以外の所得に係る合計所得金額 

1,000 万円以下 
1,000 万円超 

2,000 万円以下 
2,000 万円超 

65

歳

未

満 

130 万円以下 Ⓐ－60 万円 Ⓐ－50 万円 Ⓐ－40 万円 

130 万円超 410 万円以下 Ⓐ×75％－27.5 万円 Ⓐ×75％－17.5 万円 Ⓐ×75％－7.5 万円 

410 万円超 770 万円以下 Ⓐ×85％－68.5 万円 Ⓐ×85％－58.5 万円 Ⓐ×85％－48.5 万円 

770 万円超 1,000 万円以下 Ⓐ×95％－145.5 万円 Ⓐ×95％－135.5 万円 Ⓐ×95％－125.5 万円 

1,000 万円超 Ⓐ－195.5 万円 Ⓐ－185.5 万円 Ⓐ－175.5 万円 

65

歳

以

上 

330 万円以下 Ⓐ－110 万円 Ⓐ－100 万円 Ⓐ－90 万円 

330 万円超 410 万円以下 Ⓐ×75％－27.5 万円 Ⓐ×75％－17.5 万円 Ⓐ×75％－7.5 万円 

410 万円超 770 万円以下 Ⓐ×85％－68.5 万円 Ⓐ×85％－58.5 万円 Ⓐ×85％－48.5 万円 

770 万円超 1,000 万円以下 Ⓐ×95％－145.5 万円 Ⓐ×95％－135.5 万円 Ⓐ×95％－125.5 万円 

1,000 万円超 Ⓐ－195.5 万円 Ⓐ－185.5 万円 Ⓐ－175.5 万円 
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・所得金額調整控除について 

 令和２年分以後の総所得金額の計算において、以下の要件に該当する場合は、給与所得から所得金額調整控

除額が控除されます。 

 

（１）給与等の収入金額が 850万円を超える方で、次のアからウのいずれかに該当する場合。 

 ア 本人が特別障害者に該当する場合 

 イ 23歳未満の扶養親族がいる場合 

 ウ 特別障害者である同一生計配偶者もしくは扶養親族がいる場合 

  給与所得の金額－［（給与等の収入金額※－850万円）×10％］ 

  ※ 給与等の収入金額が 1,000万円を超える場合は、1,000万円 

 （注） この控除は、扶養控除と異なり、同一生計内のいずれか一方のみの所得者に適用するという制限は 

    ありません。例えば、夫婦ともに給与等の収入金額が 850万円を超えており、夫婦の間に１人の 23 

    歳未満の扶養親族である子がいる場合、その夫婦双方が、この控除の適用を受けることができます。 

 

（２）給与所得控除後の給与等の金額および公的年金等にかかる雑所得の金額がある方で、給与所得控除後の 

給与等の金額および公的年金等にかかる雑所得の金額の合計額が 10万円を超える場合の総所得金額は 

以下により算出します。 

  給与所得の金額（注２）－［（給与所得控除後の給与等の金額（注１）＋公的年金等にかかる雑所得の金 

  額（注１））－10万円］ 

 （注）１ それぞれ 10万円を超える場合は 10万円 

    ２ 上記（１）の所得金額調整控除の適用がある場合には、その適用後の金額 
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（２）所得控除（申告書の「４所得から差し引かれる金額」） 

    市県民税は、納税者の個人的な事情により税の負担能力が異なることを考慮して、所得金額から次の所得

控除額を控除します。なお、市県民税の所得控除額は、所得税の所得控除額とは異なりますのでご注意くだ

さい。 

種類 控除の内容 

⑬ 社会保険料控除 

あなたやあなたと生計を一にする配偶者やその他の親族のために、負担した社会

保険料（国民健康保険税、後期高齢者医療保険料、国民年金保険料、介護保険料、

厚生年金保険料、農業者年金保険料等）で前年中に支払った金額が控除額になり

ます。 

こ
の
控
除
を
受
け
る
方
は
控
除
に
関
す
る
証
明
書
・
領
収
書
等
を
添
付
す
る
か
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。 

⑭ 小規模企業共済 

  等掛金控除 

小規模企業共済制度に基づき支払った掛金（旧第２種共済掛金を除く）または確

定拠出年金法に基づく個人型年金加入者掛金、もしくは地方公共団体が行う心身

障害者扶養共済の掛金で前年中に支払った金額が控除額になります。 

⑮ 生命保険料控除 

あなたやあなたと生計を一にする配偶者やその他の親族のために支払った生命

保険契約等、個人年金保険契約等及び介護保険契約等に係る保険料または掛金が

控除の対象になります。 

区分 支払金額 生命保険料控除額 

新契約 

12,000 円以下 支払った保険料等の全額 

12,000 円超 32,000 円以下 支払額×１／２＋6,000 円 

32,000 円超 56,000 円以下 支払額×１／４＋14,000 円 

56,000 円超  一律 28,000 円 

旧契約 

(平成 23 年

12 月 31 日以

前の契約) 

15,000 円以下 支払った保険料等の全額 

15,000 円超 40,000 円以下 支払額×１／２＋7,500 円 

40,000 円超 70,000 円以下 支払額×１／４＋17,500 円 

70,000 円超  一律 35,000 円 

新契約と旧契約の両方がある場合は、各控除限度額は 28,000 円、合計適用限

度額は 70,000 円 
 

⑯ 地震保険料控除 

あなたやあなたと生計を一にする配偶者やその他の親族が所有している住宅や

家財等の資産について生じた損失の額を補てんする地震保険などの保険料や、平

成 18 年 12 月 31 日までに締結した長期損害保険料を支払った場合が控除の対象

になります。控除額の算出方法は次のとおりです。 

区分 支払金額 地震保険料控除額 

地震保険 
50,000 円以下 支払額×１／２ 

50,000 円超  25,000 円 

旧長期 

契約 

5,000 円以下 支払った保険料等の金額 

5,000 円超 15,000 円以下 支払額×１／２＋2,500 円 

15,000 円超  10,000 円 

地震保険と旧長期契約の両方がある場合は、適用限度額は 25,000 円 
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種類 控除の内容 

⑰～⑱ 

寡婦・ひとり親

控除 

寡 

婦 

あなたが次のいずれかに該当する場合控除の対象になります。《控除額：26 万円》 

①夫と離別後婚姻していない方で、扶養親族を有し、合計所得金額が 500 万円以下であ

り、事実上の婚姻関係にある者がいないこと 

②夫と死別後婚姻していない方又は夫が生死不明の方で、合計所得金額が 500 万円以下

であり、事実上の婚姻関係にある者がいないこと 

ひ
と
り
親 

現に婚姻をしていない方又は配偶者が生死不明の方で、生計を一にする子（総所得金額

等が 48 万円以下で、他の者の同一生計配偶者又は扶養親族とされていない者に限る。）

を有し、合計所得金額が 500 万円以下であり、事実上の婚姻関係にある者がいないこ

と。《控除額：30 万円》 

⑲ 勤労学生控除 
あなたが学生または生徒で合計所得金額が 75 万円以下であり、かつ自己の勤労によら

ない所得が 10 万円以下の場合控除の対象になります。《控除額：26 万円》 

⑳ 障害者控除 

あなたやあなたの控除対象配偶者及び扶養親族が障害者である場合控除の対象になり

ます。障害者の氏名欄にその障害者の氏名を記入してください。また、その人が特別障

害者である場合には氏名を○で囲んでください。 

【障害者】次のいずれかに該当する、精神や身体に障害のある方 

・身体障害者手帳や戦傷病者手帳、精神障害者保健福祉手帳の発行を受けている方 

・精神保健指定医などにより知的障害者と判定された方 

・65 歳以上の方で障害の程度が障害者に準ずるものとして、市町村長等の認定を受け

ている方 など 《控除額：26 万円》 

【特別障害者】障害者のうち、次の特に重度の障害のある方 

・身体障害者手帳に身体上の障害の程度が１級又は２級と記載されている方 

・精神障害者保健福祉手帳に障害等級が１級と記載されている方 

・重度の知的障害者と判定された方 など 《控除額：30 万円》 

【同居特別障害者】上記の特別障害者のうち、同居している方《控除額：53 万円》 

㉑ 配偶者控除 

あなたの合計所得金額が 1,000 万円以下で、生計を一にする配偶者（内縁関係は含まな

い）の合計所得金額が 48 万円以下の場合次のいずれかの控除の対象になります。 

（他の人の扶養親族となっている人、専従者になっている人を除く） 

配偶者の 

合計所得金額 

控除額 

控除者の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 

950 万円超 

1,000 万円以下 

48 万円以下 
33 万円 

（38 万円） 

22 万円 

（26 万円） 

11 万円 

（13 万円） 

※( )内は老人控除対象配偶者（賦課期日：１月１日時点で 70 歳以上）の場合 
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種類 控除の内容 

㉒ 配偶者特別控除 

あなたの合計所得金額が 1,000 万円以下で、生計を一にする配偶者（内縁関係は含まな

い）の合計所得金額が 48 万円を超え 133 万円以下である場合次の区分により控除の対

象になります。 

※配偶者控除を受ける方は、配偶者特別控除を併せて受けることはできません。 

※青色専従者給与の支払いを受けている方及び事業専従者の方は配偶者特別控除を受

けることはできません。 

配偶者の合計所得金額 

控除額 

控除者の合計所得金額 

900 万円以下 
900 万円超 

950 万円以下 

950 万円超 

1,000 万円以下 

48 万円超  95 万円以下 
33 万円 22 万円 

11 万円 95 万円超 100 万円以下 

100 万円超 105 万円以下 31 万円 21 万円 

105 万円超 110 万円以下 26 万円 18 万円 ９万円 

110 万円超 115 万円以下 21 万円 14 万円 ７万円 

115 万円超 120 万円以下 16 万円 11 万円 ６万円 

120 万円超 125 万円以下 11 万円 ８万円 ４万円 

125 万円超 130 万円以下 ６万円 ４万円 ２万円 

130 万円超 133 万円以下 ３万円 ２万円 １万円 
 

㉓ 扶養控除 

あなたと生計を一にする親族のうち合計所得金額が 48 万円以下の場合、次のいずれか

の控除の対象になります。（他の人の扶養親族となっている人、専従者になっている人

を除く） 

区分 控除額 

一般扶養親族 

年少扶養（16 歳未満） 0 円 

16 歳以上 19 歳未満 330,000 円 

23 歳以上 70 歳未満 330,000 円 

特定扶養親族 19 歳以上 23 歳未満 450,000 円 

老人扶養親族 
同居老親等以外 380,000 円 

同居老親等 450,000 円 

※老人扶養親族とは賦課期日（１月１日）時点で 70 歳以上の方です。 

※同居老親等とは老人扶養親族のうちあなたとあなたの配偶者の直系尊属（父母、祖父

母等）で同居を常況としている方です。 
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種類 控除の内容 

㉔ 基礎控除 
合計所得金額の区分に応じ、下記の金額が控除の対象になります。 

合計所得金額 控除額 

２，４００万円以下 ４３０，０００円 

２，４００万円超～２，４５０万円以下 ２９０，０００円 

２，４５０万円超～２，５００万円以下 １５０，０００円 

２，５００万円超 適用無し 
 

㉖ 雑損控除 

あなたやあなたと生計を一にする配偶者やその他の親族で、総所得金額等が、

48 万円以下の方の有する資産について、前年中に災害や盗難、横領により損失

を受けたとき控除の対象になります。「損害金額（災害関連支出を含む）－保険

金などで補填される金額」（Ａ）を基として計算した、次の①と②のいずれか多

いほうの金額となります。 

① Ａの金額 － （総所得金額等の合計額×10％） 

② Ａの金額のうち災害関連支出の金額 － ５万円 

こ
の
控
除
を
受
け
る
方
は
控
除
に
関
す
る
証
明
書
・
領
収
書
等
を
添
付
す
る
か
提
示
し
て
く
だ
さ
い
。 

㉗ 医療費控除 

下記のＡ・Ｂのいずれかの要件を満たす方は、いずれかを選択して一定の控除

を受けることが出来ます。（医療費及び特定一般用医薬品等購入費は、いずれも

前年中に支払ったものが対象となります。） 

 

Ａ．あなたやあなたと生計を一にする配偶者やその他の親族のために医療費を

支払った場合、一定の所得控除を受けることができます。控除額は次のとおり

です。 

（医療費 － 生命保険等による補てん金）－（総所得金額等の５％と 10 万円

のいずれか少ない額) 《控除限度額 200 万円》 

※所定の様式により医療費の明細書を作成した場合は、領収書を提出・掲示す

る必要はありません。領収書は５年間の保管が義務付けられています。 

 

Ｂ．健康の保持増進及び疾病の予防として一定の取組を行う方が、自己又は自

己と生計を一にする配偶者その他の親族に係る特定一般用医薬品等購入費を支

払った場合、通常の医療費控除との選択により、セルフメディケーション税制

による医療費控除の特例の適用を受けることができます。控除額は次のとおり

です。 

（特定一般用医薬品等購入費(10 万円を限度）)－（１万２千円）《控除限度額

８万８千円》 

※適用を受ける年分において、特定一般用医薬品等購入に関する領収書と、一

定の取組を行ったことを明らかにする書類（添付又は提示）が必要です。 

 

※Ａ・Ｂはいずれか一方のみの適用となり、申告時にどちらを適用するか選択

していただく必要があります。一方の控除を適用する申告をした後、他方の控

除に変更する申告はできませんのでご注意ください。 

※⑰から㉓の判定は、該当する年の 12 月 31 日（年の途中で死亡した場合はその死亡の日）の現況で判定します。 
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２．市県民税の計算方法 

市県民税は下記の計算方法に基づいて算出されます。 

ただし、次のいずれかに該当する方は、市県民税が非課税になります。 

〇生活保護法の規定による生活扶助を受けている方 

〇障害者・未成年者・寡婦・ひとり親の方で、合計所得金額が 135 万円以下の方 

〇所得金額が非課税限度額以下の方 

   ・均等割の非課税限度額：（本人＋扶養親族等の人数）×28 万円＋加算額 16 万８千円＋10 万円 

   ・所得割の非課税限度額：（本人＋扶養親族等の人数）×35 万円＋加算額 32 万円＋10 万円 

   ※加算額は、扶養親族等を有する場合のみ加算されます。 

   ※均等割は合計所得金額で、所得割は総所得金額等の合計額で計算します。 

 

 総所得金額  －  所得から差し引かれる金額  ＝  課税標準額  

                          （1,000 円未満切り捨て） 

  課税標準額  ×  税率 10％（市民税６％、県民税４％）  －  税額控除  ＝  所得割額  

                                        （100 円未満切り捨て） 

 所得割額  +  均等割額  ＝  市県民税年税額  

 

◎税率 

 市民税：均等割額 3,000円、所得割額６％ 県民税：均等割額 1,500 円、所得割額４％ 

 国税：森林環境税 1,000円 

※主な税額控除 

【調整控除】 

 税源移譲による個人の負担増を調整するため、市県民税と所得税の人的控除（基礎控除や扶養控除等）の差に

応じて市県民税所得割額から一定の額を減額する控除です。 

【寄付金税額控除】 

 都道府県、市区町村、住所地の都道府県共同募金会、日本赤十字社支部に対する寄附金等について、市県民税

所得割額から一定の額を減額する控除です。 

【住宅借入金等特別税額控除】 

 該当する年分の年末調整・確定申告により所得税の住宅ローン控除の適用を受けており、かつ、所得税から控

除しきれない額がある場合、市県民税所得割額から一定の額を減額する控除です。 

 

お問い合わせ先 霧島市役所 代表電話番号：0995－45－5111 

□ 本庁（国分庁舎）  税務課 市民税グループ（内線：1371～1378） 

□ 溝辺総合支所   地域振興課 税務グループ（内線：6010） 

□ 横川総合支所   地域振興課 税務グループ（内線：6341・6342） 

□ 牧園総合支所   地域振興課 税務グループ（内線：5423） 

□ 霧島総合支所   地域振興課 税務グループ（内線：5760・5761） 

□ 福山総合支所   地域振興課 税務グループ（内線：6806～6808） 

※所得税に関するお問い合わせは、現住所地の管轄税務署へお願いします。 

□ 加治木税務署 電話番号：0995－62－2161 

 


